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温暖化問題が花盛りである。身の回りの環境変化に温
暖化の予兆ではと思わせる現象は少なくない。メディア
は世界の温暖化とおぼしき映像を流し続ける。
国連の気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の報告書
は、地球温暖化対策が行われなければ、いずれ地球全体
の温度が上昇し、食糧・水問題、生態系への深刻なリス
ク、異常気象の発生などが予測されるとしている。
第3回国連気候変動枠組み条約締約国会議（COP3、

1997）で採択された京都議定書では、CO2などの温室効
果ガスの排出量について、削減量の数値目標が設定され
た。日本は2008～2012年の5ヵ年平均値で、1990年比
6％を削減することを約束している。
これに先立ち、日本経団連では環境自主行動計画を掲
げ、産業部門のCO2排出量の削減に取り組んできた。電
気事業連合会では、使用電力あたりのCO2排出原単位を、
1990年比20％削減する目標の実現に取り組んでいる。
しかしながら、我国の6％削減目標の達成は、民生（業
務・家庭）部門の大幅な排出量の増加などから、予断を許
さない状況にある。
一方、EUは、8％の削減を掲げているが、1990年以

降の東欧経済の崩壊によるCO2排出量の減少や天然ガス
の普及により、達成可能といわれており、EUの戦略勝ち
の観がある。大量のCO2排出国である米国は、7％の削
減を掲げていたが、早々に議定書から離脱してしまった。
今後、大量のCO2排出国になるであろう中国、インド

は、削減目標が課せられていない。これらのことから、京
都議定書は全世界のCO2排出量のおおよそ30％程度をカ
バーしているにすぎず、削減の量的効果は限られている。
さて、2007年12月15日、第13回締約国会議（COP13、
バリ）が閉幕した。この会議の最大の焦点は、京都議定書
につづく国際的枠組み（ポスト京都議定書）をどうしてい
くかにある。
EUは、前回と同様、削減の数値目標の設定（先進国は

温室効果ガスを2020年までに1990年比で25～40％削
減する）を主張、一方では、中国やインドなどの途上国に
対し、同様の数値目標は要求しないとして、途上国の幅
広い支援を集める戦略を展開している。
このEUの主張する、数値目標を設定して排出量を削減
するという手法については、次のような問題点が指摘さ
れている。それは、前述した東欧経済の崩壊といった事
例に示されるような、経済成長率の不確実性や、削減量
をどの様に分担するのかといった合意形成が国家間でで
きるのかといった事柄である。
これに対し、日本や米国は、数値目標の設定に反対、

産業界ごとに排出量の削減目標を課して世界横断的にエ

ネルギー効率を改善し温暖化対策を進める、「セクトラ
ルアプローチ」を主張している。
こうした意見の隔たりと途上国との思惑のため、結論
は来年以降に持ちこされたが、米国、中国なども含んだ
主要排出国の全てが参加し2009年のCOP15で、ポスト
京都議定書の最終合意を目ざす、バリロードマップが採
択されるに至った。
このポスト京都議定書の将来の枠組みに向け、電気事
業連合会では電力におけるセクトラルアプローチの取り
組について、Ⅰ）途上国の火力発電所熱効率の改善やト
ップレベルの熱効率機の導入支援、Ⅱ）IGCC（石炭ガス
化複合発電）、CCS（CO2分離・回収・貯留）、次世代原
子力の開発・普及に向けた官民のパートナーシップによ
る技術開発、Ⅲ）送配電ロス率の低減やヒートポンプに
代表される需要サイドの省エネ技術の開発・普及、など
を提言している。
因みに世界の火力発電所の熱効率が現在の日本のトッ
プランナー機種と同程度となったと仮定すると、その効
果は年間17億トン－CO2の排出量削減が達成されるとし
ており、この量は日本の2004年における総排出量約13
億トン－CO2を上回り、同年における世界の排出量の6.4％
に相当する。
電力各社は、これまで、京都議定書における我国の削
減目標6％の達成に貢献すべく、Ⅰ）原子力発電所の設備
利用率の向上、Ⅱ）火力発電の熱効率の向上、Ⅲ）再生可
能エネルギーの導入、Ⅳ）京都メカニズムの活用、など
の対策により、先に述べたCO2排出原単位を20％削減す
る取り組みを進めてきた。
また、電気の効率的利用の観点から、お客様の効率的
エネルギー利用の支援や省エネ、エコライフの提唱を進
めてきた。
ポスト京都議定書のめざす低炭素社会の実現に向け、

我々は原子力発電の安定運転や新規開発はもとより、火
力発電のCO2排出量の削減技術の開発など電源サイドに
おける排出原単位の削減に資する研究開発を進めている。
一方、民生、産業、交通などの分野における電気エネ
ルギーを利用した省エネ技術の開発や新製品の開発普及
は、それがトータルとして排出量の削減に結びつく場合、
化石燃料エネルギーから電気エネルギーへのエネルギー
転換を促し、効率的に、低炭素社会へ導く有力な手段と
なろう。ヒートポンプ、IH技術は既にその流れにある。
プラグインハイブリッド自動車、電気自動車はもうすぐ
手の届くところにある。
研究開発と普及に日夜努力されておられる各位のご活
躍を期待したい。


